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第１章 国の動向 

   子育て世代包括支援センターについては、平成 29 年 4 月 1 日施行の母子保健法改正で法律上「母子健康

包括支援センター」と明記され、平成 28年 6月閣議決定の「ニッポン一億相活躍プラン」において 32 年度

末までに全国展開が目標とされたところです。そこで、子育て世代包括支援センターが核となり関係機関や

団体との調整や連携をする中で妊娠期から子育て期までの支援を切れ目なく実施されることが目指されて

います。 

   また、子育て世代包括支援センタ－は、地域の子育て資源の状況や地域特性を踏まえた活動など、地域で

創意工夫を凝らした活動の展開が重要となります。 

 

第２章 奈良県における子育て世代包括支援センター支援事業の現状 

   奈良県においては、市町村において平成 32年度末までに地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわた 

るまでの切れ目ない支援を実施することをめざし、市町村における妊娠期から子育て期までの切れ目ない支 

援体制を整備をする目的で「子育て世代包括支援センター支援事業」を開始しました。 

平成 28 年度は、①事業説明会（1回） ②連絡調整会議（2回） ③専門職研修会（1回） ④ 

  産前・産後ニーズ調査を実施し、 

▶事業説明会、専門職研修会：事業を推進するための事業概要の説明、事業展開には、地域特性に応じた

事業展開・地域づくりの視点をベースにすることを重点的に研修会の内容に盛り込みました。 

▶連絡調整会議：事業を既に実施している市町村の事業内容報告など他市町村の取組みの共有化を図りま

した。 

▶「産前・産後ニーズ調査」：生後 8ヶ月未満の児をもつ県内在住の母親を対象に、産前・産後にどのよう

なニーズがあるかを明らかにし、今後の取組みに資することを目的に実施をしました。調査結果から、出産

後 1ヶ月未満の時期の不安が最も高いこと、居住地域ではなく児の出生順位により不安の有無の有意差があ

り、児が第 1子の場合に不安が高いこと、児の出生順位が第 2子以降の場合は、第 1子とは異なる不安があ

ること、母乳や乳房トラブルに関する不安が最も高く、希望するサービスも母乳や乳房トラブルに関するこ

とが最も高いという現状が明らかになりました。 

   平成 29年度は、平成 28年度の事業実施状況・評価をもとに ①子育て世代包括モデル市町村支援 ②母

子保健コーディネータースキルアップ研修会 ③妊娠・出産包括支援会議 ④産科医療機関等における「産

前・産後の支援における実態調査」を実施しました。 

   ▶子育て世代包括支援デル市町村支援：地域特性を活かした妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を

構築するために、県内 3町村（三郷町・山添村・広陵町）をモデルに、モデル町村・管轄保健所・県保健予

防課が一体となり、モデル町村における支援体制構築をするとともに、そのプロセスや推進要因を明らかに

し県内他市町村への波及を目指しました。 

▶母子保健コーディネータースキルアップ研修会：他府県先進地の事業展開などを含んだ具体的推進のた

めの講演、モデル事業報告を実施しました。 

▶妊娠・出産包括支援会議：利用者支援事業、妊娠・出産包括支援事業の概要と予算について市町村が国

庫補助を活用した事業推進を図りました。 

▶産科医療機関における「産前・産後の支援における実態調査」：妊娠・出産包括支援事業の受け皿となる

産科医療機関・助産所に産前・産後支援における現状や産後ケア事業実施意向などについての調査を実施し

ました。母親学級等産前支援については多くの産科医療機関・助産所が実施していました。産後ケアについ

ては、実施にむけて検討中が多く今後、行政と医療機関等が連携して調整していく必要があります。 



 

図 1 県内市町村の子育て世代包括支援センター設置・妊娠出産包括支援事業実施状況 

 平成 28 年度 平成 29 年度 

子育て世代包括支援センター設置市町村数 9 市町村 19 市町村 

産前・産後サポート事業 9 市町村 13 市町村 

産後ケア事業 - 3 市町 

       ＊各年度とも 4月 1日現在数                 （保健予防課調べ） 

 

 

第 3章 モデル事業について 

 3.1 事業概要 

 

（１）目的 

  モデル市町村における地域特性に応じた妊娠・出産包括支援事業を推進するために、モデル市町村が妊娠期

から子育て期までの切れ目ない支援体制の整備を図るためのプロセス、推進要因などを明らかにし、県内他市

町村に波及することを目指す。 

 

（２）内容 

 以下の①～③の取り組みを進めるモデル市町村に対する支援として、合同会議および個別会議を開催する。 

なお、必要に応じて、オブザーバーの参加を得ることとする。 

  ① 地域特性に応じた妊娠期から子育て期にわたる支援における、ワンストップ拠点整備 

② 全ての妊産婦の状況を把握し、情報の一元化・必要な支援につなぐための、仕組みづくり 

③ 妊産婦の孤立感の解消を図るための相談支援としての産前・産後サポート事業、出産直後の休養やケア

が必要な産婦に対して、心身のケアや育児支援を行う産後ケア事業の展開 

 

（３）対象 

 モデル市町村（三郷町・山添村・広陵町）における本事業にかかわる職員 

 保健所母子保健担当者 

 

 ＊モデル市町村の選定については、平成 30 年度以降に子育て世代包括支援センター設置、妊娠・出産包括

支援事業を実施予定の市町村の中より、各保健所に事業内容を説明し、保健所が管内市町村からモデル事

業参加の意向を募った。参加意向のあったモデル市町村に対して、町村管理職も含めて当課・管轄保健所

より再度事業主旨を説明し、参加の了解が得られた町村とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3.2 事業経過（合同会議・個別会議） 

  

会議 日時 
参加 

人数 
議事 

第１回合同会議 平成 29 年 5 月 30 日（火） 

14 時～16時 15 分 

20 人 （１）事業概要、タイムスケジュールについて 

（２）講演「妊娠期から子育て期までの切れ目ない体

制づくりにおける事業推進のためのポイント」 

   講師：（一社）産前産後ケア推進協会 

      濱脇 文子 氏 

（３）モデル市町村における母子保健・子育て支援の

現状 

   ①モデル市町村の現状（事務局） 

   ②保健所からみたモデル市町村における現状・ 

課題 

   ③本事業で目指すところ、現状・課題について 

（４）グループワーク 

   今後実施していくことの具体化、スケジュール 

検討 

第２回合同会議 平成 29 年 8 月 22 日（火） 

9 時 30 分～11時 30 分 

18 人 （１）モデル市町村における取り組み経過について 

（２）講演「支援プラン策定の意義と策定後の支援に

おける考え方」 

   講師：（一社）産前産後ケア推進協会 

      濱脇 文子 氏 

個別会議 平成 29 年 8 月 22 日（火） 

13 時～15時 30 分 

7 人 （１）各機関(保健センター・子育て支援課)の連携・

役割分担について 

（２）各機関における情報共有について 

第３回合同会議 平成 29 年 12 月 7 日（木） 15 人 （１）モデル町村における取り組み経過について 

（２）事業評価の考え方について 

（３）意見交換 

  体制整備、事業典型にあたって推進できた要因、 

  取り組む上での課題 

   オブサーバー：（一社）産前産後ケア推進協会 

           濱脇 文子 氏 

（４）モデル事業をとおして感じたこと 

（５）まとめ 

 

 
 

 

 

 



 

 



 

 



第 4章 合同会議について 

 4.1 第 1 回合同会議 

 

 （１）第 1回合同会議の概要 

 

  モデル事業の目的・内容の共有化をモデル町村（三郷町・山添村・広陵町）、管轄保健所、県庁の 3 

機関で 1年間のモデル事業の内容やスケジュールの共有化を図るとともに、モデル町村においては、地

域で一体的な事業展開を図るため当初の合同会議から、母子保健担当課だけでなく子育て支援を担当す

る課との両者での合同会議参加の働きかけをおこないました。また、モデル町村・保健所・県庁のお互

いが担うことの役割を整理し明確化しました。 

地域特性を活用した支援を検討するために、各モデル町村における母子保健・子育て支援の現状がわ

かるようデータを見える化し提示しました。各モデル町村からは、切れ目ない体制をつくるために、 

①今年度目指すこと ②妊娠期・乳児期・幼児期における現状の整理、 ③母子・子育て支援の課題

と強み、④事業体系図を作成し、合同会議で各モデル町村における現状の共有を図りました。 

また、モデル町村の現状の共有・講演をうけて、グループワークにおいて、今後の取組みの具体化を

スケジュール、現在の各モデル町村における妊娠期から子育て期までの体制図を描きました。 

 

 

 

     講演「妊娠期から子育て期までの切れ目ない体制創りにおける、事業推進のためのポイント」 

                        講師：濱脇 文子 氏（一社 産前産後ケア推進協会） 

     

＜講演要旨＞ 

      ・子育て世代包括支援センターの役割：包括的なサービス（母子保健・子育て支援の両方を含む）

を妊娠期から子育て期にわたり、切れ目なく支援するためのマネジメントを行う。平成 32 年度

末までに全国展開を国は目指している。 

      ・利用者支援事業では、母子保健型・基本型・特定型があるが、それぞれの型の事業内容などを理

解し、それぞれの市町村で地域特性に合わせて、何を大切にどうつくっていくかを考える必要が

ある。 

      ・つくり上げていく過程で、地域診断（住民の潜在ニーズの顕在化を含む）をもとに、協働する人

材・機関など地域のリソースをフル活用して体制整備、事業計画、予算確保が必要。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 



 

（４）妊娠出産包括支援事業等実施予定状況　（平成２９年３月１日現在）

奈良市

大和郡山市

天理市

生駒市

山添村

平群町
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4.2 第 2 回合同会議 

 

（１）第 2回合同会議の概要 

 

  第 1回合同会議後に各モデル町村において、母子保健・子育て支援にかかる体制を検討し、その上 

で、第 2回合同会議を実施しました。各モデル町村から 1回目合同会議以降に町村内で検討した体制、 

取組み経過、調整や工夫した点について報告をしました。各町村からの報告については以下のとおりで 

す。 

 ＜三郷町＞ 

  ・本事業を町として実施していくために、現場の職員と町管理職（部長）との方針のすりあわせを実 

施した。 

・次年度については、利用者支援事業については、基本型と母子保健型の両方を実施し、子育て世代

包括支援センターで母子保健と子育て支援の一体的な実施体制ですすめていく予定。 

  ・町として、妊婦や産婦のニーズが把握できていないので、今後ニーズ把握を検討していきたい。 

 

 ＜山添村＞ 

  村保健師の人数が 4名（うち 2名は現在休み）と少ないこと、出生数が年間 10名前後であるため、

村保健師は全数把握ができていること、村内で母子保健・子育て支援・教育委員会などと既に連携の基

盤があることから、利用者支援事業については基本型を実施予定。 

  今後は、保育園との調整を図るとともに、課長から村長へ体制について説明をしていく。 

 

 ＜広陵町＞ 

  町の体制を母子保健担当課・子ども支援担当課、部長とともに検討した。方針として、認定こども園

にコンシェルジュを配置し、保健センターと子ども支援課が町の基幹子育て支援部署とすることを町と

して決定した。関係課の支援体制、情報共有からすすめていく予定。関係機関で共通認識しながら、町

としての望ましい体制を今後つくっていく。 

 

 第 1回合同会議以降、モデル町村を管轄している郡山保健所、中和保健所のモデル町村支援、管内市町

村への支援、県保健予防課よりモデル町村の進捗状況を保健所間で整合性を図るため、まとめを報告し

ました。 

 

 ＜郡山保健所＞ 

   平成 29 年 3 月の保健所母子保健推進会議において国の事例集を参考に、管内市町村に子育て世代包

括支援センター、利用者支援事業、妊娠・出産包括支援事業に関することについて説明し推進に向けた

働きかけをおこなった。 

   モデル町村である三郷町・山添村に対しては、本事業における通知・要綱の内容について整理し説明

をおこない、また、保健師と打合せをおこなった後でモデル町村で他課や町村管理職もはいっての会議

を実施するようにした。 

 

 

 



  ＜中和保健所＞ 

   モデル町である広陵町に月 1回程度定期的な検討の場をもつことを提案し、検討の場に保健所も必ず

参画した。管内市町村に対して、母子研修会などをとおして市町村の母子保健関連事業の見える化や子

育て世代包括支援センターの具体的な取組みのイメージ化を図った。 

 

モデル町村で体制整備のために調整、工夫した点で共通した内容は以下の 3点でした。 

 

  ①子育て世代包括支援センター、妊娠・出産包括支援事業について課内・部内で共有化を図った。 

  ②町村の政策としての方針をふまえ、支援体制について課内で上司とともに検討した。 

  ③上司が町としての支援体制について、首長に説明をおこなった。 

 

モデル町村・保健所・県保健予防課の報告をうけての本事業のオブザーバーである濱脇先生のコメント 

は以下の内容でした。 

  1 回目の合同会議以降、関係機関との話し合いが各モデル町村でもたれ、市町村と保健所が組んで体制

や取組みを整理できてきている。モデル事業の重要性は、どの町村も同じことをするのではなく違うこ

とが大事である。自分たちの現状にあわせ違う施策をだすこと、まずは、関係者が同じテーブルにつく

ことが大事。 

 

 講演「支援プラン作成の意義と策定後の支援における考え方」 

講師：濱脇 文子 氏（一社 産前産後ケア推進協会） 

     

＜講演要旨＞ 

      １．支援ブラン作成の意義 

      ・支援プランはツール（道具）であり、共通言語として使うものである。支援プランをつかっ

てやるべきことがあることを意識すること。 

      ・支援プラン策定は順番が大切。6W1H の順番を意識すること。 

       ①何のために支援プランを策定するのか 

       ②誰に策定するのか→本当に、全員に必要なのか？ 

       ③誰がリーダーシップをとるのか 

       ④何を、いつ、どこで、どうやって実施するのか→リソースとのからみで考える 

        ・プランの策定は、当事者の主体性を大事にすること 

        ・6W1H をしっかり書き込めば、システムはできあがる。 

         例）東京都足立区 

児童虐待の予防のために支援プランを策定するという「なぜ」という目的を明確化し

た。誰にという対象を、生活困窮者、育児困難な者とし支援プランを策定。 

           埼玉県浦安市 

10 年以上前より子育てケアマネージャーを市として育成。子育てケアマネージャーを

活用した支援プラン策定、その後の支援を実施。 

           埼玉県和光市： 

            市の方針として、全市民に等しくサービスを提供する方針がある。サービス提供はな

るべく市民に近い場所で実施することとしている。支援プランについては、市における

介護保健、高齢者の包括システムと同じように展開している。 



 

    ２．支援プランをどう活用していくか 

       ・コーディネーターが中心となり、関係者が参加したチームで共有できるようにすること 

       ・評価時期の設定 

         月 1回の事例検討会やプラン策定からスクリーニング、評価時期をこまかく設定するなど 

自治体で工夫が必要 

 

    母子保健は人を育てる仕事であり、先のビジョンを見ることが重要。支援プラン策定が目的とならず、

なぜ策定するのか、策定後の支援を意識することが重要。 

 

    講演を受けてのモデル町村からの意見・質問 

    ＜三郷町＞  

     妊娠届出時に全数面接しアセスメントを実施し、その後の支援につなげている。アセスメントでチェ

ックがつくが、その後の支援をどうつなげていくかが難しい。 

     講師コメント：介入したことによりアセスメントの点数が下がることをめざす訳ではない、継続的    

            にフォローする対象であることを常に意識することが大事。 

 

    ＜山添村＞ 

     出生数年間 10名程度の小規模村での子育て世代包括支援センターの体制をどのように考えたらよい

か。 

     講師コメント：何のために実施するかが関係者で共有でき明確であればよい。 

 

    ＜広陵町＞ 

     保健所で支援プラン様式策定の会議が実施され参加したが、今までの母子保健で自分たちがしている

ことと何が違うのかがわからず、必要性がわからなかった。本日の講演で、まず自分たちの市町村で何

が大切かを考えることからはじめることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 



 

 



 



 



 



 



 



 



 

 



（５）講演資料 

2017/8/22 奈良県第 2回合同会議 

 

支援(ケア)プラン策定の意義と策定後の支援における考え方 

（一社）産前産後ケア推進協会 濵脇 文子 

１支援(ケア)プラン策定の意義 

０）何のために？誰のために行うのでしょうか？ 

 

 

１）支援プランの策定について（６W 1H) 

Why（なぜ） 

 

Whom(誰に）： 

 

Who（誰が）： 

 

What(何を）： 

 

When（いつ）： 

 

Where（どこで）： 

 

How(to)（どうやって）： 

 

 

２支援(ケア)プランをどう活用していくか 

１）コーディネーターが中心となり、関係者が参加したチームで共有出来るようにする。 

（例：月１回の事例検討会） 

 

２）評価時期の設定（例：１歳６か月までに最低３回作成を行う等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4.3 第 3 回合同会議 

 

 （１）第 3回合同会議の概要 

    

      第 2回合同会議以降に各モデル町村で取り組んだ経過について各モデル町村から報告し、モデル町

村・保健所で共有化を図りました。また、子育て世代包括支援センター設置後の事業全体の評価につい

て、県保健予防課より考え方の案として資料をもとに説明をおこないました。 

   その後の意見交換では、各モデル町村より以下の意見がありました。 

    

   ＜三郷町＞ 

    モデル事業をとおして、既存の母子保健事業の整理ができた。事業の基盤となる町母子保健計画の

必要性をモデル事業を展開していく中で感じ年度内に案を策定することとした。部長が子育て世代包

括支援センター設置については力をいれた。町としての体制は決定したが、保健師がこども未来課と

長寿健康課に分散配置されることになり課題も予測される。 

 

   ＜山添村＞ 

    利用者支援事業の基本型、母子保健型の違いが保健師も含めてわかりにくかったがモデル事業をと

おして課内で共有化ができた。保健師のみでなく、事務職・保育士と話し合いができたことはよかっ

た。母子保健の中で療育体制が村でできないことが課題となっている。 

 

   ＜広陵町＞ 

    モデル事業をとおして、他課など横のつながりが少しできてきた。保健所がはいって外からの意見

をいってもらったことは推進にむけて大きかった。町において関係する課、みんなで考え検討したと

ころがプラスだった。同じ方向をむけた。 

 

   オブザーバーである濱脇先生のコメントは以下の内容でした。 

   

    体制の検討や事業の推進には、みんなが同じテーブルにつかないといけない。そのためには、共通

言語がプロセスをとおして必要である。事業計画をたてる際に評価指標を設定しておくことが必要。

自分たちが何をもって「包括」とするか、なぜ「包括」を立ち上げるのかが住民を主体にして表現で

きること。 

 

    事業評価の考え方は目的・目標を明記し、質・量の評価をすること。目的の評価は住民が主語で考

えること。目標は、事業評価（ストラクチャー）、事業実績（アウトプット）、結果評価（アウトカム）

で評価すること、アウトカム評価が住民にもどる。子育て世代包括支援センターガイドラインなどを

参考に自分たちの自治体の目的にあわせて評価指標を設定し評価をしていくこと。 

 

   1 年間のモデル事業をとおして、感じたことについて各参加者から以下の意見がありました。 

   ＜三郷町＞ 

    保健師：モデル事業に参加してよかったと思う。作成していく資料や考え方などの提示があったの

で町として進んだと思う。 

   



 

 

   ＜山添村＞ 

    保健師：モデル町村になるかどうかは、当初は迷ったが、いつかはやらなければいけないことなの

で保健師人員が少なかったがモデルとして実施していくこととした。大きな方向性は決定

したが、詳細について具体的に検討・決定するのが来年度になり、来年度が勝負だと思っ

ている。そのため、継続して来年度も関わってほしい。 

    課長補佐：4月から福祉部門に異動になった。来年度は村としてやっていきたいと思っている。 

 

   ＜広陵町＞ 

    子ども支援課：第 1回目の合同会議はまっさなら状態で参加した。モデル事業をとおして町内で母

子保健担当課との横の連携ができた。保健所には今後も継続してかかわってもらい

たい。 

    保健師   ：保健所の立場からの広域的な視点でみた中での説明を上司にしてもらえたことがあ

りがたかった。事業の整理ができてきた。 

 

   ＜郡山保健所＞ 

     役場内の体制や各課の関係をスムーズにどう動かすかを意識しながら支援を実施した。 

    

   ＜中和保健所＞ 

     モデル事業をとおして、自分自身も勉強になった。モデル町村である広陵町との関係も関わり 

をとおして深められた。 

 

＜吉野保健所＞ 

     今回は管内にモデル市町村はなかったが、管内の母子に関する会議などをとおして管内市町村 

     の横のつながりをつけながら、個別に市町村支援を実施していきたい。本モデル事業で作成し 

た資料などを活用させてほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 
 



 

 

【基本型】 【母子保健型】

子ども未来創造部 住民福祉部

子育て支援のワンストップ施策体制

学校教育課

・小学校

・中学校

子ども未来課

※コンセルジュの配置

・保育園

・幼稚園

・児童虐待

・児童福祉

・手当

児童手当
児童扶養手当

特別児童扶養手当

・子育て支援センター

・学童保育

長寿健康課

・成老人保健事業

・介護保険

・老人福祉

・包括支援センター

・老人福祉センター

子ども健康課

・母子保健事業

教育委員会

連携

子育て世代包括支援センター



 



 



 



 



 
 

 

 

 

(母子保健型） （基本型） 　　保育コンシェルジュ

幼稚園

保育園

要対協

医療機関

なかよし広場

民生・児
童委員

助産所

療育機関

保健所

児童相談所

今後、目指す支援体制

保健センター 認定こども園

教育委員会障害福祉部門

福祉医療部門

子ども支援課

基幹子育て支援部署
（子育て世代包括支援センター）

※H29.10月開設予定

切れ目ない相談・支援体制

基幹子育て支援部署が中心となり、体制を構築
その他関係機関との連携を強化し、部署の枠を超えた支援体制の構築



 



 



 



 



 



 



 

 



子育て世代包括支援センター支援事業に係るモデル市町村合同会議出席者名簿 

 

所属 職種 氏名 

広陵町 子ども支援課 係長 松谷 智 

広陵町 保健センター  係長 西田 由紀子 

三郷町 保健センター  保健師 亀岡 智子 

三郷町 保健センター  保健師 本間 千穂 

三郷町 福祉政策課 課長補佐 田中 義人 

山添村 保健福祉課  補佐 馬場 宏樹 

山添村 保健福祉課 保健師 新瀬 知恵 

郡山保健所 健康増進課長 今西 浩美 

郡山保健所  保健師 坂下 まどか 

中和保健所 係長 森本 めぐみ 

中和保健所 保健師 志村 香織 

吉野保健所 係長 桝田 節子 

吉野保健所 保健師 宮本 明美 

 

  

（オブザーバー） 

  （一社） 産前産後ケア推進協会  濱脇 文子 氏  

 

（事務局）奈良県医療政策部 保健予防課 母子・保健対策係 

参事：遠藤多紀子 係長：筒井宏子  塚田幸乃  上羽累理 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良県医療政策部保健予防課 母子・保健対策係 
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